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改革・開放期における中国の教育体制改革について

初等教育の普及と課題ー一

み
い好 濯章

はじめに

I 「改革・開放」期における教育政策の展開

II 義務教育制度の展開

小結

はじめに

中華人民共和国の成立が宣けされてすでに50

年近くが過ぎ，革命第一世代は自然の勢いで第

一線からの引退を余儀なくされ，ジェネレーシ

ョンの交代が進み，革命第二•第竺世代が社会

に船出している。そうしたなかで， 1940年代末

に中国大陸に生を享けた人々は，「大躍進」運

動とほぼ同時に展開された「反右派闘争」以後

の政治の嵐の中で多感な青少年時代を過ごし，

「文化大革命」とその後の政治的社会的変動に

よる価値観の大変動の渦中に投げ込まれ続けて

きた。そして， 1980年代に本格化する「改革・

開放」（注 l)の動きの中で， 深訓などの経済特区

における市場経済メカニズムの導入以後は，

1989年の天安門事件の前後の政治が突出した一

時期はあったものの．基本的には経済的利益の

獲得に社会の関心が集まり，「頭を刈る人のほ

うが，頭の中を手術する人よりも高給取り」と

か，「卒業したての若者のほうが， もとの担任

の先生よりも金を稼ぐ」などと俗称される拝金

主義が蔓延する世の中になってしまった。
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こうしたモラルの荒廃をともないつつ，「社

会主義市場経済」というキメラのような言葉で

表現される経済活性化政策が，従来中国社会に

ついてわれわれが抱いていたイマージュに対し

て大きな変更を迫っている。

本稿では，こうした中国の変化をおもに初等

・中等教育の側面からとらえ直すことを目的と

している。

「改革・開放」の時期の教育動向を見るため

には，それがどのような土台の上に立っている

かを押さえておくことが必要となろう。そのた

図 1 1953~85年の学校系統
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（出所） 『辞海教育，心理分冊』上海上
海辞書出版社 1980年 4ページ。

（注） 義務教育の規定はない。

『アジア経済』 XXXVII-7• 8 (1996. 7 • 8) 
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改革・開放期における中国の教育体制改革について

めに中華人民共和国における教育体制の変遷に

ついて簡単に整理しておきたいほ 2)0 

1950年代初め，中国は毛沢東が「一窮二白」（注 3)

と表現した状況の中で，平均すれば25年前後の

識字率で新しい国家の建設に乗り出さざるを得

なかったほ4）。そうしたなかで，当初から全国

的な識字運動を展開しつつ， 1953年10月には政

務院が「学制改革についての決定」

図 1のような学校系統が制定された。

を発表し，

この学校系統は，明白に単線型直 5)を志向す

図 2 「文革」期の学校系統
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（出所） ]. N. Hawkins ed., Education and Social Change in the People's 
Republic of China (New York: Praeger Publishers, 1983), p. 36. 

（原注） 1) 国家による財政援助と指導。

2) 人民公社，工場による財政援助と指導。

3) 工場，農場，軍隊，政治機関 (1~3年制の幹部学校）により運

営される学校は（図中には一ー引用者）ホされていない。

4) 短期学校と特別の短期コースは（図中には 引用者）示されて

いない。

（注） ＊「文革」期には，各大学の専業（学科）を統合したことがあった。

たとえば，経済・哲学・歴史の 3専業を統合（「三合ー」）して「政治

学専業」を設けた（く中国教育年鑑＞編輯委員会編『中国教育年鑑

1949~1981』北京 1984年 246ページ）。
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るものであった。マルクス主義の根本にある社

会的平等原理が生きていた学校体系であったと

いえよう。また，これには義務教育の規定はな

く，本来であれば社会教育に含まれるべき業余

教育や速成学校もシステムに組み込まれていた。

これらは，人民共和国成吃廿初の実情を反映す

るものであった。すなわち，長期にわたる戦争

や革命の結果，教育を受ける機会が得られなか

った人々への配慮であったのである。

その後，文革期には図 2にボしたような，労

慟現場での実際の労働体験を経て高等教育を受

けるというシステムが考案され実施された。し

かし後述するように，教育の連続性を損なうこ

とが多く見られ，また実際には，文革期におい

て多くの教育機関が機能停止に追い込まれたが，

その程度は邸等教育機関ほど激しかった。した

がって，そうしたシステムによる高等教育機関

進学がうまく機能していたとしても，その教育

効果は疑問である。

さて， 1971年 8月，当時の張春橋ら「四人組」

の主導で全国教育工作会議が北京で開かれ，会

議の紀要が採択された（注 6)。この会議の基調は

当然ながら文革期の「教育革命」を讃芙するも

のであり，やがて郡小平によって「改革・開放」

の狼煙として全面的に否定されることになる

「二つの評価」（原文：両個佑計）（注 7)を前面に

掲げていた。これは，建国以来17年間の教育事

業はプルジョア階級がプロレタリア階級に対し

て独裁を行なってきたという「黒い線の独裁」

論は8)と，知識分子の大多数の世界観は基本的

にプルジョア的であり，彼らはプルジョア知識

分子であるとの評価であった。

こうした評価はもちろん政治路線の対立の中

で理解すべきであるが，そのままでは何か新し

166 

い教育活動を行なおうとしても，その土台すら

否定してしまうほどの頑なさにあふれていたの

である。もっとも，この時期の教育事業を量的

拡大の点から見ると，高等教育部門は荒廃して

いたにせよ，初等中等教育部門では必ずしもそ

うではなかった。「四人組」の進めた単線型志

向により，普通中学部門は1970年代前半に生徒

数ではそれまでの1.5~4倍弱の増加を示して

いるのである（注 9)。

（注 1) 「改革・開放」の動きについては，建国直後

からこれまでの「反革命鎮圧運動」「反革命粛清運動」

「反右派闘争」「文化大革命」などと比べて．その実行の

中心人物たちも，また一般の人たちも決して「運動」と

いう目葉を後に続けない。「運動」が政治運動に関わる

ニュアンスを持つ言葉である以上．「改革・開放運動」

と呼ばないことは， 1978年末の中共11期三中全会で主蒋

権を確保した郡小平の眼目がいかなるところにあるか．

よくわかる言い回しである。「改革・開放」はすぐれて

経済的な側面に焦点があてられているのである。

（注2) 人民共和国成立後． 1985年までの中国教育史

にかかわる歴史的変遷については．以下による。拙稿

「中国の教育体制改革一ー中等教育の改革と問題点—ー」

（『アジア経済』第27巻第8号 1986年8月） 25~39ペ

ージ／拙稿「現代中国の識字運動とその成果」（早瀬保

子編『中国の人口変動J 研究双書414 アジア経済研究

所 1992年） 203~232ページ／拙稿「教育体制改革」

（小島麗逸編著『中国の経済改革』勁草書房 1988年

第10章） 223~248ページ／く中国教育年鑑＞編輯委員

会編『中国教育年鑑1949~1981J北京 中国大百科全書

出版社 1984年 78~87ページ。

（注3) なお．周知のように毛沢東が1958年4月に発

表した「ある協同組合を紹介する」（原文：介紹一箇合

作社）で用いた「一窮二白」は．「ひとつには経済的に貧

しく． ．．つには文化的に立ち遅れている」（『毛沢東選

集』第4巻北京外文出版社 1967年）と訳される。

建国直後の中国における経済的困窮と文化的空白との状

況の表現として知られる。ところが，渡辺利夫氏は著書

r社会主義市場経済の中国J （講談社現代新書 1994年）

のなかで．「革命主体」にかかわる概念であるとしてこ

の言葉を紹介し，毛沢東思想のキーワードとして「一窮
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二白」をあげ．「＾に貧しく，二に汚されていない，この

貧農」（同書 43ページ）としている。不適切な訳であ

り，誤訳といえる。毛沢東がこの言策を発したのは1950

年代中葉の農業集団化を推進する時であり．渡辺氏が議

論しようとしている内容とでは．歴史的シチュエーショ

ンがまったく異なっている。

（注4) 現在のところ，人民共和国成立当時の識字率

を明示した統計資料は管見の限り存在せず．早瀬保子・

川俣青子編『中国の人口統計』（アジア経済研究所 1990 

年 192~217ページ）の中の識字率に関する統計「表7

中国地区別男女年齢別教育程度別人口． 1982,1987」が

最も詳細に識字率推測可能なデータをおさめている。本

文中の「25ぷ」は同書からの推定値である。

中国で全国レヴェルの識字率調査が行なわれたのは，

1964年の第2回センサス以降であり（国家統計局編『中

国統計年鑑1992』北京 中国統計出版社 1992年 80ペ

ージ）．一定年齢層以上の人口に占める非識字率から人

民共和国成立当初の識字率を推定すると．清末民初期と

もほぽ一致する。

前近代中国の識字率については，斯波義信氏が「初等

教育や識字があまり普及しなかったというけれども，そ

れはいいすぎで．識字率が清朝で男30~40ら女2~10

ら平均で全人口の16~28年ともいわれています」と述

べている（橋本萬太郎編『民族の世界史 5 漢民族と中

国社会』山／l|出版社 1983年12月 466ページ）。同様の

見解はコーエンが紹介するロウスキーの研究 (Evelyn

Sakakida Rawski, Education and Po仰 larLiteracy 

in Ch'ing China国nnarbor:University of Michi-

gan Pre函， 1979)にも述べられている（ポール・コー

エン『知の帝国主義一ーオリエンタリズムと中国像一ー』

佐藤慎一郎訳 平凡社 1988年 250~253ページ）。ま

た，李孝悌 r清末的下層社会啓蒙運動1901~1911』（中

央研究院近代史研究所専刊〈67〉 台北 中央研究院近代

史研究所 1992年）では，「安徽俗話報」など口語文で

印刷された新聞資料をもとに，一般民衆への働きかけを

あきらかにしている。この時期の識字率を数量的に厳密

に測定するのは困難であるが，清末民初期の状況を考え

るに当たって示唆に富む発言や研究であろう。

この時期．「千字文」や「三字経」の片言隻句が人口

に諭灸していたことは魯迅の「孔乙己」などからもわか

る。こうしたことから考えて．中華人民共和国成立当時

の中国が俗に言われているほど高い非識字率，例えば90

らJ以上であったかどうかは，再検討が必要であろう。な

改革・開放期における中国の教育体制改革について

お，小島麗逸氏も「当時の文盲率は90ぷ，近代工業の労

慟者でも，実に80年が文盲であった」（小島編著 r中国の

経済改革』 200ページ）と述べているが．出所注はない。

上述の清末民初の識字率に関する数字は，幕未期の日

本とほぽ同じである。高橋敏『国定忠次の時代一ー読み

書きと剣術ーー」（平凡社 1991年）によれば，幕末の

上州桐生の無宿人国定忠次がかなりの識字者であり，処

刑直前には「孝経」の一節「身体髪膚云々」を語ったと

の有名な逸話や，忠次の弟からの借金証文が現存してい

ることなどから，一般農民層の識字程度の高さの一端が

述べられている。

しかしながら，本文中にあげた推定値の25;＇，北という識

字率は， 19世紀前半の第1次産業革命以前であるならと

もかく，欧米諸国やH本などが重工業化からさらに次の

段階に進もうとしていた20世紀中葉にあっては，心許な

い数字であろう。たとえば，工場の運営に関して生産現

場と工場全体との関係を把握できる工場長クラスの中堅

技術者が不可欠であり，生産ラインの管理一つをとって

も同様の中堅技術者を必要とする。こうした技術者は，

労働の熟練度が増したためにそうなるのではなく，基本

的な学力である識字能力を土台に，多方面にわたる学習

を経て産み出されるのであるから， 25年前後の識字率で

それを保障し，さらなるイノヴェーションに対応するこ

とは，不可能ではないにしても，困難が伴うことはいう

までもあるまい。

（注 5) 単線型とは，初等・中等・高等の各教育段階

を優先した学校教育のシステムであり，普通・職業・障

害などの教育系統に重点を置いた複線型の対極に位置づ

けられる。日本の戦前の学校体系は初等教育段階は共通

であるものの，ほぼ完璧な複線型であり，戦後の六三制

は単線型のモデルといえる。単線型はどの学校に行って

も段階さえ踏めば高等教育への道が開かれているのに対

し，「行き止まり」の学校体系と呼ばれる複線塑は検定

制度による進学の機会保障などがあったにしてもそれは

例外措箇であり、他のコースヘの転換は原則としてきわ

めて困難である。なお，この「行き止まり」の学校体系

という言薬は， R・P・ドーアが『学歴病一一新しい文明

病一ー」（松居弘道訳岩波書店 1978年）で用いたも

ので，複線型学校体系における実業学校についての表現

である。上級学校への進学可能性が制度上皆無とは言え

なくても，ほとんど絶望的な状態にある場合をさす。こ

うした実業学校では，政策的にその重要性がいくら喧伝

されても，学生・生徒のみならず教員もが「出世コース」

I67 
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から取り残されたものとして自らを位置づけ，そうした

「．；流意』嵐からでは，教育効果はtがりにくい（同上

因 144~146ぺ・ーージ）。 こうした「fiきlいまり」の学校

体系こそが，とりわけじからの近代化を推遮しようとす

る後発固の文敦政策担‘り者の目にはきわめて魅力的なも

のに映った。国民窓識の形成，某本的な識字能カ・計算

能力，集団化活における規惰件の讐得などは初等教育段

階で行ない，そのナ台のtに中等教育の前後期を通じて

複線型学校体系を採用することで，将来高等教育を受け

る極く少数の骨にリートと，「行き I卜まり」の実業学

校に振り分けられる大多数とに，児碩・牛徒を選別して

きたのである。マンパワ-・計両専門家にとっては，それ

が人材養歳に効睾的であったからである。

しかし，教育の 議会均等の立湯から見ると，受験機

会を事実卜奪うシステムはそれが実現されているとは言

い鰭い。噛会均育が人学や卒業における平等を意味する

ものでないことは明らかであるが，受験機会は平等でな

ければならないし，在学中の経済的負担に関しても， → 

定の措置がとられねばならない。それが実現されていな

ければ，肌本的人惰としての教育を受ける権利が保障さ

れているとは言い龍い。そうした分析の背景にある実業

学校の牛謎と普遍尋程の生徒とのビヘイピアの違いや相

互の摩掠． t級学校への進学願望が叶えられなかったL

者のルサンチマンは日本近代文学の中で重要なモチーフ

てあり，それは，田山化袋の「田舎教師」や井上靖の

「夏草冬濤」などを見るとよくわかる。

なお，近代における学校制度の意棘付けについては，

それを社会の制度化に伴う「り：身廿別の制度化」とした

桜井行）こ『「近代」の意昧 詞度としての学校・工場

......』（｝3本放送｛暉嶋会 1984年）が示唆に富んた事

例を豊富に摯げており，参考になる。

（注6) 「令置教肖t作会議紀要J （讐保奎中編揚

以和編惰清学文集第17集中国教育改革』人民教育

出版社沼1~543ペ・-ジ）。この全国教育r．作会議につ

いては，帳舅科学碩究所編『中華人民共和膚教育大事記

1949~1睾』（北糸教育科学出版社 1983年）などで

その存在は知られていたが，会議で採択された文書の全

文が公になることは，管見の限りなかったようである。

文革期に瑾んに喧伝された教育革命の唄念がよくわかる

文献である。なお，「全国教育．工作会議紀要」は，桃文

元と張春橋とが手を加えたものであった。

（注 7) 1971年の令げ教育工作会議で提起され，毛沢

東の同意を得たものて，文革前の学校はプルジョア知識

168 

分fを養成する場所であり，教育戦線はプルジョア階級

がプロレタリア階級に対して独裁を行なってきた， とす

るもの（巣峰主編『「文化大革命」詞典』香港 港龍出

版社 1993年 76~77ページ）。

（注8) 「黒い線の独裁」とは，本来は「林彪同志の

委託によって江青同志がひらいた，部隊の文学・芸術活

動についての座談会の記録紀要」（『プロレタリア文化大

革命の重要文献集』北京 外文出版社 1970年 225~

268ページ）のなかの，「文学・芸術界は建国以来，それ

（延安の『文芸講話』に代表される毛沢東の文学芸術理

論，へ～””引用者）を基本的に実行しておらず，毛主席の思

想と対すする反党・反社会主義の黒い線がわれわれに独

裁を行なってきた」（同書 233ページ）に由来する。

（注9) 国家統計局社会統計司編『中国社会統計資料

1993』北京中国統計出版社 1994年 134~135ペーシ

など。

I 「 改 革 ・ 開 放 」 期 に お け る

教育政策の展開

1. 「二つの評価」の全面否定

「四人組」失脚後， 1976年 4月の第 1次天安

門事件による失脚から復活した郡小平は，文革

の継承をうたう華国鋒が党主席である時期であ

りながら，文革期に社会的な発言と仕事の場と

を奪われてきたテクノクラートたちの支持を背

厩に， 1977年 5月から翌年 4月にかけて，教育

・科学技術部門での「改革・開放」政策の旗揚

げともいうべき，いくつかの重要な発しiを行な

ったほ l)。ここでは，それらの検討を通じて，

そうした郎小平の発言を整理しながら，その中

に「改革・開放」時期の教育政策の大方向が具

体的に提ホされていることをあきらかにし，そ

れらの形成の道筋を整理しておきたい。

1977年 8月 8日，自然科学部門の関係者を集

め た 科 学 ・ 教 育 活 動 座 談 会 の 席 上 ， 郡 小 平 は

「科学・教育活動についての若干の意見」を述
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ベ．その中で「こつの評価」にあえて触れずに．

文革前までの17年間の教育・科学部門に対する

肯定的評価を与えた⑪ 2)。それは次のような認

識を公言したことから明らかであろう。「……

とくに教育関係者の苦労はひとしおであった。

現在，たいていの分野で中堅となっている人の

うち，大部分は建国後にわれわれが自ら蓑成し

たのであり．とりわけ最初の十数年で養成した

のであ」（い）り，「知識分子の圧倒的多数は自覚

的にすすんで社会主義に奉仕している」(it4), 

「知識分子の思想だけでなく．労働者．農民，

共産党員もひきつづき思想を改造しなければな

らない。これは毛沢東同志が早くから指摘して

いることである」 (it5)0 

まず現実に中堅として活動している人々の数

量の多さをあげ．ついで文革期に批判と改造の

対象とされた知識分子のみならず．当時．彼ら

を批判した側も本来的には自らの批判と改造と

にあたらねばならないとして，問題の焦点を誰

も否定できない一般論でかわしている。現実主

義と一般論とによる議論は都小平の好むところ

であり，議論の進め方としては問題が多いが，

理念優先で現実から乖離し続けていた文革派に

対する反感の波の中では，しかし．きわめて人

々に支持される度合の高い発言であったといえ

よう。

1977年9月19日．郎小平は「教育分野の混乱

収拾の問題J との談話を行ない．文革期の教育

政策の集約的表現であった1971年の「全国教育

工作会議紀要」に対する『人民日報』紙の再検

閥の活動ば 6)に支持を与えた。それは，建国後

の教育部門に対して全面的な否定の評価であっ

た「二つの評価」論を真っ向から否定し，「二つ

の評価」によって批判された人々の名背回復を

改革・開放期における中固の教育体制改革について

迫るものであったのである。その中で郭小平は，

1971年の全国教育工作会議において周恩来が労

慟経験抜きの大学進学を提案したことについ

てふれ，これを「たいへん勇気のいることだっ

た」（注7)と述べ，毛沢東が1968年に出した「七・

←̂ . ^ 指示」は「正しく理解すべきである」（注8)と

した。

これらも都小平一流のロジックであり，毛沢

東の目葉を以って，文革期の教育革命で提起さ

れ賞揚されたさまざまな「新生事物」を葬りさ

るものであった。すなわち，高等教育と実際労

慟の経験を重視した毛沢東の発言のうち，前者

に力点をおき，修業年限も文革前に戻し，学生

募集も本人の政治的態度と成績を要点とするよ

うに主張しているのである。

同様の発言は， 1978年3月18日，全国科学会

議の開幕式で行なった演説にも見られる。「あ

る人が， もし我が社会主義の祖国を愛し，意識

的に進んで社会主義に奉仕し，労働者，農民，

兵士に奉仕しているならば，その人は初歩的に

プロレタリア世界観を確立したと見なすべきで

あり，政治的基準からすれば，……『紅』と言

うべきである」 (il:9) 0 

文革後もしばらくは頻りに喧伝された，「亦

紅亦専」の全面発達を遂げた人材を賞揚するポ

ーズをとりながら，政治性を意味する「紅」よ

りも専門性を意味する「専」に力点をシフトさ

せているのである。そして，「科学技術者は科学

技術の仕事に最大限の精力を傾けなければなら

ない。少なくとも 1週間の 6分の 5の時間を業

務にあてるよう保証しなければなら」ないほ10)

し，彼らに政治理論書の講読や社会活動への参

加を強要してはならず，「思想作風の面であれ

これと欠点のある科学技術者であっても，党に

I6, 
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反対し，社会主義に反対しないかぎり，『白』

と言ってはならない」（注11)としたのである。

テクノクラートに貼られた「白」のレッテル

を剥がし．「改革・開放」での牽り1カとなるこ

とを強く期待するとともに，政治性や倫理性よ

りも経済効求に関心を払うという姿勢をホした

ものでもあったほ12)。

2. 教育体制改革の方針提起

部小平はまた．「改革・開放」に乗り出すにあ

たって，文革期に盛んにt張された壕線型学校

体系の改変を主張していた。それは，究極的に

は「飛びぬけて優秀な人材数千名を選び出して，

かれらがひたすら研究活動にうちこめる」（注13)

ようにするためであった。それは．国家の手に

よるエリート教育，選別教育の宜言でもあった。

一般的に，財政的に困窮している途十仕iが効

率的に教育部門に投資して人材を育成しようと

するなら，高等教育部門に集中的に投資を行な

ぃ，さらにその中でセレクトされた店者を留学

させ，指導グループを形成することが最も目に

みえて効果が上がりやすいやり方であろう。も

っとも，この場合そうしたエリート層を支える

中堅技術者，さらにその土台として次世代の中

堅技術者やエリート層を生み出す広範な識字能

力を持つ人々と，それを育てる初等教育部門へ

の投資が必要であることはいうまでもあるまい。

しかしながら，初等教育部門への投資は，対象

となる児童数が高等教育機関の一部エリートと

は桁違いに多く，しかも投資から回収までの期

間がきわめて長く，効果は目に見えては現われ

にくい。初期段階ではやむを得ないにしても，

将来的には初等教育への十分な投資が望まれよ

う。

さて．すでに図 lで示したように，人民共和

l70 

国建国直後に国務院が全日制と業余・速成との

二本立ての学校体系を定めており， また1960年

代には劉少奇によって全日制と半労半読（｛動き

ながら学ぶ；原文：半エ半読）とを併用する「ニ

つの教育制度」（原文：両種教育制度）が示され，

実行に移されたことがあった（注14）。そうした歴

史的文脈からさきの都小平の発言を見ると，効

率的な教育事業の展開＝人材育成を想定してい

る点は共通しているものの，文革前よりさらに

明確に重点学校の役割を意識していることに気

づく。

まず1977年5月に「厳格な試験を経て，最も

優秀な人材を霞点の中学・高校，大学に集める

べきである」(it15)として， 重点学校復活の合図

を送ったのであるぼ16)。そして 8月には，教育

は「二本足」で進めるべきであり，「高等教育

について言えば，大学が一本の足，各種の半労

半読および業余の大学がもう一本の足で，……

大学のうちでは厘点大学をりっぱに運営するこ

とに力を集中すべきだ」（注17)とした。

また，在学年限についても，文革中はその短

縮がはかられて一般に五四制がとられていたが，

郡小平はまず小学 5年・中学 5年への延長を提

起し，加えて「飛び級」や「留年」制度も提案

している（注18)。

一方，初等教育を無視しているわけではない。

「全精力を教育事業に傾けている小学校教師の

姿ほど貫いものはない」（注19)，「教育にたずさわ

ることは，大変光栄なこと」（注20)として初等教

育を高く評価する姿勢を示し，「学生の間に見

られる音部の問題の原因には，社会的な原因，

家庭的な原因などいろいろあるが，教師の教え

方，指導がうまいかどうかに関係あるものもあ

る」（注21)からこそ，教員養成，研修に力を入れ
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るように提起するのである。しかも，それを画

餅に終わらせないようにと初等中等教育段階の

教員の賃金改革と，特に優秀な教員を特級教員

とすることば22)なども，一連の発目の中で提示

している。これらは，後述するように現在では

すでに実施に移されているが，いまだその効果

は十分とは言えない。

総じて，郡小平は1977年から1978年にかけて

のいくつかの発言を通して，文革期の教育革命

の清算と，重点学校に力点を置いた「二本足」

の教育制度を作ることで，速やかな人材養成と

その土台作りという，二つの目標の実現をはか

ろうとしたのである。そして，その方針は1985

年の「教育体制改革に関する決定」で貝体的な

かたちに結実するのであるが，ここで， 1985年

にいたる経過におけるその他の動向について，

時系列的に整理しておこう (i±:23)0

1979年には，職業教育に関して教育部などが

何回かの会議を開き， 1980年 1月5日には教育

部が全国教育工作会議を招集し，郭小平が何度

も提示していた人民共和国成立以来の教育事業

が正しい路線のもとに展開されたこと，初等教

育を普及し，中等教育構造の改革を進め，項点

学校に力を入れるなどの諸点を強調しておわっ

た。 2月には「学位条例」が制定され， 6月に

は全国師範教育工作会議が開かれて教育事業の

中の教員蓑成の順要性を指摘した。また，この

年には中等・高等教育機関の教員に対する職称

が確定され，制度化された。その後， 1983年に

は教育部・国家計画委員会・労動人事部の共催

で全国人材規格工作会議が開かれ，中長期的な

人材養成計画について策定に着手した。そうし

た後に， 「教育体制改革の決定」が出されたの

である。

改革・開放期における中国の教育体制改革について

3. 「教育体制改革の決定」

1985年 5月15日から19日にかけて中共中央と

国務院は全国教育工作会議を開催し，中共中央

による「教育体制改革の決定」を採択したは24)0 

この「教育体制改革の決定」は，上述の都小平

が提示した教育改革の方針に沿って，すなわち

「普及と向上」の両面を追求するスタンスをと

りながら，速やかな人材育成を実現しようとす

るものであった。それを「教育体制改革の決

定」の中の各節のタイトルをならべることで示

しておく。

(1) 教育体制改革の根本的な目的は民族の資

質の向上であり，多くの人材を輩出し，立

派な人材を生み出すことである。

(2) 基礎教育（注25)発展の責任を地方に移管し，

段取りを踏んで9年制義務教育を実行する。

(3) 中等教育の構造を調整し，大いに職業技

術教育の発展に力を入れる。

(4) 高等教育機関の学生募集計画および卒業

生の分配制度を改革し，高等教育機関の学

校運営の自主権を拡大する。

(5) 指導を強化し，各方面の積極的な要素を

動員し，教育改革の順調な進展を保証する。

すでに指摘したように，郎小平は「改革・開

放」の開始に先立ってこうした方針を先取りし

た発言を繰り返していた。その意味で「教育体

制改革の決定」は1970年代末以来の教育政策の

集大成であった。 「二つの評価」についてはす

でに決着がつき，いかにして人材のヒエラルヒ

ーを構築し． 「四つの現代化」を実現するかが

課題となったのである。また，普及と向上に関

わる問題として． 9 年制の初等•前期中等教育

の基礎教育を義務教育として実施することを提

171 
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ポしている。

その義務教育過程そのものの情及拡人と，中

等教育段階での普通教育の重点化と職業課程の

拡充(it26)とが，「教育体制改弔の決定」の成否

を決めるものであった。なぜなら，義務教育の

普及と拡大こそが一国の教育水準の七台を形成

することはだれが見ても明らかであるし，中等

教育は教育内容の高度化に伴い，それを受ける

生徒たちに進路決定を迫る段階でもあるからで

ある。とりわけ，「改革・開放」政策の展開に

おいて，実際の生産や経済の最先端で活躍すべ

き中略技術者の不足が指摘されてきた中国にお

いては，そうした中堅技術者を養成する中等教

育部門の拡充は1屯J欠である。

しかし，学校という場は，教育の湯であると

同時に，教育そのものを破壊する可能性を持っ

ていることも指摘しておかねば，片手落ちにな

図 3 「教育体制改革の決定」が構想する

学校系統

年齢
27 
26 
25 
24 
23 
22 
21 

20 I 大
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0
9
8
7
6
5
4
3
 

酋通課程初級中学

臓業課程高級中学

職業鰈睦初級中学

小学校

幼稚蜃

（出所） 中共中央•国務院「教育体制改革

の決定」 1985年 5月19日より作成。

（注） 小学校•初等中学は義務教育。

るであろう。すなわち，後述する義務教育段階

における上級学校普通課程への進学率追求熱は，

同様の経験を持ち，しかもそれを有効に治癒す

る術をいまだ持ち得ないわれわれにも容易に理

解できる現象であろう。中等教育段階で「行き

止まりの学校体系」へのコースを選択せざるを

えなくなるとすれば，こうした問題はかなり深

刻となろう。その意味で，「教育体制改革の決

定」において「改革・開放」の中国は，教育に

おける人材養成の効率性を選択したものであっ

た。郎小平の「先富論」が教育部門において採

用されたと見るべきである。当面の経済建設に

おいてはやむを得ないとの判断が働こうが，そ

れは将来的には教育の機会均等と人々の学習権

の保障の前提つきでなければ，将来に禍根を残

しかねない。

（注 l) それらは，『郡小平文選』に収録されている

次の 5つの発言である。

(1) 「知識を尊重し．人材を尊重しよう」 1977年5月24

H。

(2) 「科学・教育活動についての若干の意見」 1977年8

月8日。

(3) 「教育分野の混乱収拾の問題」 1977年8月23日。

(4) 「全国科学会議の開幕式における演説」 1978年3月

28日。

(5) 「全国教育工作会議における講話」 1978年4月23日。

なお．引用は『郵小平文選 1975~1982』（中共中央

マルクス・エンゲルス・レーニン・スターリン著作編訳

局訳東方書店 1983年）の日本語訳による。

（注 2) 「今回は時間の余裕がなかったので．社会科

学関係者を招くことができなかった」（「科学・教育活動

について……」 71ページ）とあるが．その理由について

は定かではない。まず．自然科学部門においてキャッチ

アップをはかろうとする姿勢． と見るのは穿ちすぎであ

ろうか。

（注3) 「科学・教育活動について……」 72ページ。

（注4) 同上発言 73ページ。

（注5) 同上。ここで毛沢東を引き合いに出している。
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出典への言及はないものの「人民内部の矛盾を正しく処

理する問題について」 (1957年2月27日）などが念頭に

あると見て差し支えあるまい。

（注 6) 『人民日報』の記者が， 1971年の全国教育工

作会議に参加した 6人をたずね，前述の「紀要ー（前節

（注6)参照）ができたいきさつをまとめたことをさす

（「教育分野の混乱……」 99ページ）。なお，その記事は教

育部大批判組「教育戦線的ー場大論戦 —批判“四人捐＂

砲制的“両個1古計＂ー 」と題して，同紙1977年11月18

日付に掲載された（襲主編 楊編『教育学文集•…,'』 587

~605ペーシ）。それは，郡小平の主張をさまざまな観点

からサポートするものである。また，知識分子の数量に

関しては，概念規定がはっきりしないために具体性は問

題があるものの， 1957年には 500万人， 1971年には2000

万人以上との数字をあげ，説得力を持たせている。

（注7) 「教育分野の混乱・..…」 101ページ。

（注8) 同上発言 102ページ。

（注9) 「全国科学会議の開幕式……」 140ページ。

（注10) 同上発目 143ページ。

（注11) 同L発言 143~144ペー込ここでいう「白」

とは，いうまでもなく「反革命」を意味する。

（注12) もっとも，郡小平は同じ発言の中で「毛沢東

思想の偉大な赤旗」（同上発言 152ページ），「多く，速く，

りっぱに，無駄なく生産を発展させる」（同t発言 147 

ページ）といったタームも使っており，華国鋒政権とい

う転換点での発言であったことにも留意すべきであろう。

（注13) 「知識を尊重し，…••'J 60ページ。

（注14) 劉少奇は，「二つの教育制度j を， 1964年 7

~8月にかけて中央各部・北京市党員幹部に対する報告

の中で，また天津・安徽・山東・湖北・広西各省を視察

した時に提示している（教育科学研究所編『中華人民共

和国教育大事記……』 365~366ページ）。その時，劉少

奇は半工半読が教育制度であると同時に労働制度であり，

二つの教育制度と二つの労働制度とは結び付いたもので

あると指摘している。そして，半工半読学校が大量に運

営されるのをまって，全日制学校が順次縮小してゆくこ

とを想定していたのであった。「一＾．つの労慟制度」とは，

「既存の労働力には既存の制度を実施し，新規の労働力

には新しい労働制度を実施する」というもので，常用労

働者（原文：固定エ）の新規採用をできるだけ減らし，新

規雇用は臨時雇用労働者・喫約労働者（原文．合同エ）の

割合を多くするというものであった（日本総合研究所・

中国社会科学院工業経済研究院編訳『現代中国経済辞

改革・開放期における中国の教育体制改革について

典』東洋経済新報社 1982年 694~695ページ）。 1950

年代末に一部の省で試験的に実施されたが．「大躍進」

で挫折した。劉少奇は「大躍進j 後の経済調整期にこれ

を提示しており，効率的な経済再建か念頭にあった。

なお，「二つの教育制度」と「二つの労働制度」につ

いては，山本恒人「1960年代における労働，教育．下放

の三位一体的政策展開とその破産ー一ー半エ半読制度に焦

点をあてて一」（加々美光行編『現代中国の挫折』研

究双書331 アジア経済研究所 1985年）に詳しい。

（注15) 「知識を尊重し， •9,... 」 60ページ。なお．碩

点小学・中学は1962年12月に，重点大学は1954年12月に

初めて制度化された（＜中国教育年鑑＞編輯委員会編

『中国教育年鑑1949~1981』130,330ページ）。

（注16) 文革期にはほとんどその意味を失っていた重

点学校であったが， 1978年 1月以降，急速に復活，拡大

し始めている（教育科学研究所編『中華人民共和国教育

大事記・ 9• …」 507~508ページ， 510ページなど）のであ

り，郁小平の発言が前年の 5月であることから若干麒顧

を来すようであるが，華国鋒派との角逐の中で郡小平の

全面的な復活が図られていったことから考えると．郡小

平が重点学校の璽視を表明した時にはすでに大勢は決し

ていたとみるべきであろう。 1978年 1月11日に教育部が

出した「一部の重点小中学校の取り扱いに関する試行方

案（原文：関千弁好一批重点中小学試行方案）」では．

教育革命の経験普及が重点学校の任務としてあげられて

いた（同上書 507ページ）のに対し． 2年後の1980年10

月14Hに公表された教育部の「時期別グループ別の重点

中学取り扱いに関する決定（原文：関千分期分批弁好重

点中学的決定）」ではそうした言葉は見られず，明確に上

級学校への進学目標を掲げるようになったのである（く中

国教育年鑑＞編輯委員会編『中国教育年鑑1949~1981』

745ページ）。

（注17) 「科学・教育活動について…••'」 80ペーシ。

（注18) 同上 82ページ。「飛び級」の実施状況につ

いて，詳細は不明。「飛び級」に関しては．実施の教育

的社会的影響と問題点がすでに各国で指摘されている。

たとえばアメリカでは「能力別学級」が一般的とされる

（「文部省がひそかにすすめる '98春 r飛び級』大学人試」

〔『週刊朝H』1995年10月13日号〕 144~148ページ。この

記事では．文部省の調べとしてアメリカ．イギリスなど

5カ国の「飛び級」事情がまとめられている）が．「飛び

級」のみが原因でないにせよ．アメリカの公教育が危機

にあることもまた確かであろう。とにかく人情の機微も
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わからぬ5~6歳の幼児が．「源氏物語」やはては「合

瓶梅」の講釈を行なったり，早熟であったとはいえラデ

ィゲ10ft後；平の作である「肉体の悪魔，ばりの小説を著

わすというような光景は．本人が意味もわからずにして

いることであれば滑稽であり，わかっているとしたらグ

ロテスクですらある。

また，そうした文学の世界に限定せずとも，「神章」

と称された多くの子供たちが成長した後．人間としての

深みのなさからかえって才能を枯渇させてしまった例は，

早期教育が効果をあげているように見える音楽芸稀iの世

界でも少なくない。

日本では，数学の早期教育として著名な「公文式」で

も同様の例が報告されている（保坂展人『危ない公文式

早期教育」太郎次郎社 1994年）。子供の特畏な能力を引

き伸ばすことと，令人的な発達を促すということとは別

問題であり．「能力別学級」によって授業を行なってい

る学校であっても．本来の帰属すべきホームルーム＝ク

ラスはきちんと別にあることが通例である。学校内のあ

らゆる活動が数量化しうる「能力別」の某準によっての

み行なわれるとしたら．差別選別の過程の中で学校が荒

廃していくであろうことは．教育現湯に少しでも関わり．

あるいは関心をもつ者であれば想像するに難くなかろう。

学年を飛び越える「飛び級」は． f供の全人的な発達

という側面から見ると問題であるが．強いて可能性を探

れは個別の分野ごとの能力別教育の実饉であり．その

場合でも適切なフォローが不可欠である。人間性や社会

性が欠落した「専門家」は社会にとって有害無益ではな

いだろうか。なお，「学力」については岸本裕史『改訂

新装版見える学力 見えない学力』（大月書店 1994 

年）が，その慧礎概念を考える上で参考になる。

（注19) 「科学・教育活動について・・・・・・」 72ページ。

（注20) 「教育分野の混乱……」 106ページ。

（注21) 「科学・教育活動について……」 81ページ。

（注氾） 「全国科学会議の開幕式……」 166ページ。

なお，筆・行が1卯3年7月．北京巾束城区庫直門中学を参

観した際のヒアリングでは，教員資格はそれぞれ専門委

員会が管珂しており，師範大学卒業者はまず「二級教

員」となり．数年の経験ののち校長の推曹を受けて「一

級教員J 「特級教員」になるという。「鯖：教員」の資格

を出すのは東城区教育委員会，「特繰教員」資格は北京

市教育妥員会である。なお，東意門中学は1935年北平市

立第て女子中学として創立され，現在は東城区碩点中学

である（蘇影t編『北京教育詞典』北京海洋出版社

174 

1993年 402~403ページ）。

（注23) この間の経緯については．特にことわりのな

い限り卓晴君主編 r中国改革全書 (1978-1991)教育改

革巻』大連大連出版社 1992年 603~618ページ。

（注24) 襲主編揚編『教育学文集……』 797~810ペ

ージ。会議の期間については．卓主編『中国改革全書

.....'』 619ページ

（注25) 「基礎教育」とは．「児童に対して実施する

国家の規定する最低限度の教育（原文：国家規定的対児

竜実施的最低限度的教育）」（中国社会科学院語言研究所

詞典編輯室編 r現代漢語詞典』北京商務印書館 1988

年 519ページ）とされ，同様の記述は韓明安主編 r新

語飼大詞典』吟爾浜黒龍江人民出版社 1991年 215

ページなど，他の辞書類にもある。『新語詞大詞典』で

は『解放日報』 1953年8月26日付の有名な業余作家高玉

宝に関する記事から「解放軍戦士の高玉宝は，基礎教育

すら受けていなかったのに，現在はすでに一青年作家と

なった」との引用があり．この言葉が建国当初にすでに

使われ，意味するところも識字能力など普通教育の内容

に近いものを含んでいたことがわかる。内容的にはH本

での義務教育課程における教育目標につながるものと言

えるが．日本では義務教育は普通教育であって職業教育

は含まれないのに対し，「教育体制改革の決定」 (1985年）

では，前期中等教育を義務教育に含めながら．その中に

職業課程を含めている。

（注26) 拙稿「中国の教育体制改革……」参照。

II 義務教育制度の展開

1. 義務教育法の制定

「教育体制改革の決定」が出されてまもなく，

上海市ではその精神を先取りするように同年の

1985年 7月28日に「義務教育普及条例」を決定

し， 9月 1日より施行した（注 l)。それは，従来

徴収していた年間 5元ほどの学費の無償化，正

当な理由なくして児童•生徒を就学させない保

護者には地方政府が罰金を科し，それでも応じ

ないときは強制措置をとり得るというものであ

った。これは翌1986年 4月の第 6期全国人民代
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表大会（全人代）第 4回会議で採択され，同年

7月1日から施行された「義務教育法」（注 2)を

先取りする内容を含んでいた。

さて，全人代では1986年 4月2日，首相李鵬

が義務教育法について草案を示し，その提案理

由を説明したげい。そこでは，まず，義務教育

法制定の必要性において，初級中学生徒の中途

退学・就業が頻繁に見られること，一部の企業

では学齢児童・少年を雇用していることなど，

基礎教育の立ち後れが「富強・文明・民主的な

社会主義の現代化された国家の建設という目標

と鋭く矛盾している」との認識を示し， 9年制

の学校教育が各種の専門的な人材養成の十分な

基礎を築くためだけでなく，「二つの文明（原

文：両個文明）」（注いを建設する必須の前提条件

であり，「教育を“四つの現代化に向かわせ，

世界に向かわせ，未来に向かわせ”，今後の社

会発展と科学技術の進歩にはかり知れない影響

を与える」からであるとした。いろいろな理由

をあげているが，具体的なものは人材養成の土

台作りという部分である。

続いて李鵬は，実施される義務教育の性質に

ついて次のように述べている。「義務教育は，

法律に照らして規定されたものであり，学齢児

童および少年は必ずこれを受けねばならず，国

家・社会・学校・家庭は，必ず保証された国民

教育を与えねばならない。義務教育を実施する

ことは，国家の人民に対する義務であるばかり

でなく，家長の国家と社会に対する義務でもあ

る」（注5）。そして，それに遵わないものには強

制措置をとることもやむを得ないとしながら，

強制措置をとる場合には「まずくり返し批判と

教育とを行なうべきであり，そうした批判と教

育に対してもなおも改めない者で，その情況が

改革・開放期における中国の教育体制改革について

屯大である少数の個人と単位とに対して，必要

な処罰の措置をとるべきである」としている。

本格的に義務教育制度が実施されるのは，中

国史上，実質的に初めてのことであり⑪ 6)，単

なる強制だけで義務教育の普及が進展するとは

考えていなかったと言える。

同様に，義務教育における学制についても，

李鵬は初等・前期中等教育9年間を「六三制」，

「五四制」， 9年一貫，あるいは「五三制」と

いう 8年制のものまで現に存在していることを

認め，「五四制」への移行を目標として掲げて

はいても，「短期間に“五四制”に移行するよ

う強いることは，実際上広大な農村に初級中学

教育を普及する上でプラスにはならない」と認

めている。後述するように，農村地区， とりわ

け「先富論」によって地域格差が拡大する中，

校舎や設備が不十分あるいは危険な学校が各所

に存在する現在，実質「八年制」をも過渡的措

岡として容認した点は，やむを得ないものとし

て理解しなくてはなるまい。

さらに，一般には義務教育は普通教育主体で

ある場合が多いが，李鵬は義務教育段階での職

業技術教育の制度化を義務教育法の中にふくめ，

初級中学段階から職業課程を導人するとしてい

る。これは前年の「教育体制改革の決定」でも

あげられていたことでもある。

そうした内容の 9年制の義務教育制度を全国

で実施するには，経済格差をはじめとして多く

の問題が立ちはだかっている。そのため，李鵬

は全国を大きく 3つに分け，第 1の「経済・文

化が比較的発達した地区」では1990年ごろに 9

年制義務教育制度を基本的に完成させ，第 2の

「経済・文化が中程度に発達した地区j では，

1990年ごろまでには初等段階での義務教育を基

I75 
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本的に普及させ，同時に条件を作り出して1995

年ごろまでには 9年制を実現するとする。さら

に，第 3の「文化・経済が発逹していない地

区」では，経済の発展に沿って義務敦育を普及

させるべきであり，今世紀未ごろをめどに初等

段階の義務教育を普及する，とした。そして，

草案の中で「省・市・自治区・直轄市は当該地

区の経済・文化の発展情況に見づき，義務敦育

推進の段取りを確定する」ことを求めていた。

その後に続く説明では，李鵬は義務教育段階

は学賣を徴収してはならないことを信案の条文

を引いて述べ，同じ＜条文を引いて「義務教育

向けに使途を限定した国庫から地方への財政交

付金の伸び家は，経常的な財政収入の伸び率よ

り高くしなければならず，同時に学校在校生の

1人当り平均的な教育経費を順次増加させねば

ならない」ことを「てつの増加(!原文：両個増

長）」（注7)と表現したほか，都市，農村とも教育

惰業費付加金を徴収することなどを指摘した。

教育部門への投資は量の割には質になかなか反

映しにくいものであるが，財政がポトルネック

になっていてはよけいに効果は期待しにくいか

らである。李鵬はさらに人材養成問題ともかか

わるが，教員養成問題などについても指摘して

しヽた。

2. 義務教育の普及状況

経済的な地域格差が拡大する＾方である現在，

当然義務教育の情況でも従来からあった格差が

さらに拡大しつつある。ここでは，そうした地

域格差の拡大という情況を念頭において，格芹

の存在を積極的に容認する「先富論」が義務教

育の将及の試みにおいていかなる状態をもたら

したのかを，全国レヴェル，および代表的な地

域を取り l；げて考えてみたい。

l76 

(1) 全国レヴェル

1991年3月11日，全国人民代表大会常務委委

員長会議は，義務教育法施行 5周年を機会にそ

の実施情況について，全人代の名で義務教育法

施行以来 3回目の全国規模での調査を行なうこ

とを決定したぽ8)。調杏は地域によりばらつき

はあるものの，おおむね 5月から 6月にかけて

の県・郷レヴェルで，その後 7~9月の 3カ月

で省・巾・自治区・直轄市政府が統括する市・

県に対する調査を行ない，さらに全人代が 9~

10月に各省・市・自治区への調査を行なうとい

うものであった。そして，その途中の 8月に調

査部門の全国会議を開催して省・市・自治区単

位での総括を行なった（注9)。調査項目は，（1)9 

年制義務教育の普及が段取りを踏んで，現地の

実情に応じて進められているか，第8次5カ年

計画期での計画はどうか，（2）徳育に璽点を置い

た，社会主義事業の後継者養成がなされている

か，（3）教員養成が強化されているか，教員の労

働条件や生活条件は改善されているか，（4）学齢

児童•生徒の入学率・「常固率」・「合格率」（注10)

が向上しているか，児童労働の実態はどうか，

(5)義務教育に関わる経費は，各級政府支出を主

に，多くの来源から資金を集めるやり方をとっ

ているか，「二つの増加」が安定的に行なわれ

ているか，（6）分級管理体制が進められているか，

であった。

具体的な数字を表 1に示しておく。

この表を見ると，初等教育段階への学齢児童

入学率は1990年には97.8年にのぽり，農村だけ

でも97.4;;-;;:であり，子供をとにかく学校へ入れ

ることは達成したといってよい。日本で就学率

がほぼ100年となるのは，戊辰戦争から40年ほ
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改革・開放期における中国の教育体制改革について

表 1 初等義務教育の普及（全国）

学齢児童就学率

94.0 

93.0 

女子就学率 1 初級中学進学率

1978 

1980 

1981 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 

1987 

1988 

1989 

1990 

1991 

1992 

93.0 

93.2 

94.0 

95.3 

95.9 

96.4 

97.2 

97.2 

97.4 

97.8 

97.83 

97.95 

93.01 

96.31 

3.7 

96.3 I 3.2 

3.0 

3.8 

87.7 

75.9 

68.3 

66.2 

67.3 

66.2 

68.4 

69.5 

69.1 

70.4 

71.5 

74.6 

77.7 

79.7 

974l : 
（原注） 1. 学齢児童就学率（原文「人学率」）は， 7~11歳の当該児童総数を分母として算出。

2. 初級中学進学率には技工学校は含まない。

（出所） 以下より作成。国家統計局社会統計司編『中国社会統計資料1993』北京 中国統計出

版社 1994年 166~ 167ページ／全国人民代表大会教科文衛委員会教育研究室（以下，．全

国人大教文委教研室と略記）編『中国普及義務教育的実践与経験ーー全国検査〈義務教育

法〉実施情況匪編 』北京 中国民主法制出版社 1993年 43ページ。

ど後の日露戦争のころであり，人民共和国成立 に「粗卒業率」（屈文：毛畢業率） (itl3)がある。こ

後の歴史情況から考えて，ここ10年ほどの成果 れは小学生の場合，その年の12歳児総数に占め

はやはり評価すべきであろう。 る小学卒業生の割合である。こうした統計をと

ところが，「改革・開放」の中で児童労働が らざるをえないところに，現在中国が抱えてい

増大していたことをホす数字がある。それが中 る教育問題の一端がほの見えてこよう。また，

途退学率（原文：綴学率）（注11)である。 1980年代 初級中学では「中退率」（原文：流失率）（it14)が

を通して全般的には低下しているものの， 80年 1980年代後半増大したものの， 90年からは減少

から83年にかけては若干の増大， 84年に急落 傾向にある。ちなみに， 1990年の初級中学「粗

し（注12), 87年に一時上昇したものの， 88年から 卒業率」は51.73年であった（注15)。

はまたもや低下し， 92年には2.1ぷになり，現 なお，後に見るように，全国レヴェルで見る

在でも微減傾向が続いているものと思われる。 と，経済発展に取り残された西北・西南などの

現在の日本では，不登校の児童•生徒などがあ 地域では， 400前後の県において初等教育の普

ってもそれは 1;は未満であり，しかもその原因 及は不十分であるという（注16)。女児就学率の低

はほとんどが経済とは無関係である。 さも相変わらず問題であり，障害児教育への取

さらに，日本では想定されない統計の取り方 り組みも始まったばかりである（注17)。さらに，

I77 
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上級普通学校への進学率追求一辺倒の傾向の指

摘や実験機器など学校諸設備の不十分さ，加え

て300万人以上にのぼる「民弁教師」(it18)の存在

など，多くの問題点が指摘しうるであろう。

(2) 省・市・自治区レヴェルでの比較

ここでは，「改革・開放」政策が展開される

中，地域的な義務教育の普及情況の如何につい

て，さきに李鵬があげた 3つの区分に従って省

単位での地域的比較を行ないたい。その際，中.

に1991年に行なわれた省別の義務教育法実施情

況検査報告によって，各地の実情を紹介したい。

（イ） 北京市（注19)

第 1のグループは「経済・文化が比較的発達

した地区」であり，首都北京はその典型例とも

いえる。節小平が1983年に「四つの現代化に向

かい，世界に向かい，未来に向かおう」（原文：

→そ個面向）というスローガンを発したのは，北

京の重点学校景山学校への揮琶によってであり，

ここは文革前から高級幹部の子弟が多く通う中

学校として知られ，最近では広東省順徳県に碧

桂園学校という「貴族学校」（注加をその分校と

して設置したという。そうした特畏な部分をふ

くみながらも，全国でもっとも充実した義務教

育普及を進めている都市のひとつである。

北京では，義務教育を就学率で見るという数

賢的な側面では，表 2からも読み取れるように，

その普及は完成したとはってよいであろう。し

たがって，北京での義務教育事業の内容は，

から質へ，小学校から前期中等教育である初級

中学に移る転機にある。小学牛の常阿率も99.99

ら学カレヴェルでも語文・数学の 2教科での

小学校卒業試験合格率は99.8ぷにのぼっている。

初級中学でも就学率は99.3年，常固率も98.92

ぷ，卒業試験合格率は84.8年にのぼっている。

ヮ8

表 2 初等義務教育の普及（地域別翠固率）

（％） 
~ ~ ~ 

地区 1985 1986 1987 1990 1992 

全 国 97.1 97.2 96.9 97.90 

北 京 99.1 99.1 99.2 99.99 99.34 

遼 寧 98.7 98.6 98.5 98.7 97.71 

L 海 98.8 99.1 99.5 100 99.47 

江 蘇 98.3 97.1 98.8 99.22 

湖 南 97.6 97.6 97.2 98.90 

チベット 85.5 96.9 92.4 55.7炉
.. 

（出所） 国家統計局社会統計司編『中国社会

統計資料1993』168ページ。ただし． 1990
年は全国人大教文委教研室編『中国普及

義務教育的実践与経験一ー全国実施（義
務教育法〉実施情況穎編 』北京 中
国民主法制出版社 1993年。

（注） ＊原文のまま。「95.79」の誤植ではな
いかと思われる。

これらは全国でも屈指の数字であり，北京の教

育水準の高さを示している。

現在問題となっているのは「進学率一辺倒」

問題，一部の県や郷での初級中学卒業後の職業

技術教育問題などであり，湖南や新彊などで大

きく取り扱われている児童労働問題も，上海の

ケース同様（注21). 』及されていない。他の諸問

題でもさほど深刻な議論が展開されているわけ

でもない。総じて，北京のような第一グループ

に属する地域は，義務教育普及の課題はほぽ達

成したといってよいであろう。

（口） 遼寧省（注22)

遼寧省は，東北地区の中では比較的重工業が

発達した地域であり，全国的に見れば， トップ

ではないにしても上位に位置する経済力がある。

また，文革期には教育と労働の統一のモデル校

として賞揚された朝陽農学院があり，「白紙答

案事件」で一躍「反潮流の英雄」となった張鉄

生の存在など，「教育革命」の影響の強かった
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地域でもある。そして，他の多くの地域と同様，

広大な農村をそのヒンターラントとして持って

いる。その遼寧省での調査は1991年 9月6日か

ら19日まで，全省を 3地区に分け，濡陽・大連

・錦）＇卜lなど 7つの市と15の県についての聴き取

り，視察などの方法で進められた。

遼寧省では義務教育法が出された翌1987年か

ら計画的に 9年制義務教育を実施し， 90年末に

は小学校児童就学率が99.4ぷ，常固率98.7年，

卒業試験合格率96.3年，初級中学進学率91.3

しくふ（注23)fこのぼった。数量的にはかなりの水準に

到達しているように見受けられ，現在は前期中

等教育の普及に重点が移っているといえる。

報告では教育行政に関する記述が目立ち，市

長・県長・郷長が当該地域での義務教育実施の

総責任者となること，それを見届けるための監

視機構の設置，また「遼寧省九年制義務教育条

例」「初等義務教育機関運営の標準と実施に関

する取り扱い規則」（原文：関子初等義務弁学条

件標準和実施弁法）「遼寧省九年制義務教育初等

中等教育段階教育機関運営条件のめやす」（原

文：遼寧省九年制義務教育初中階段弁学条件標準）

「遼寧省九年制義務教育初等中等教育段階検収

細則」（原文：遼寧省九年制義務教育初中階段験収

細則）などの法令整備に力点があった。その一

方で，財政支出による維持を中心としながら，

義務教育運営には多くの資金源が必要とし，

「公弁教師」への未払い給与が238.5万元，政

策的な手当の未払い分が2187.5万元にのぽるこ

とも報告されている。そうした資金不足の補填

策が急務とされているのである。

総じて，義務教育普及の制度的側面はほぼ完

成しているが，今度はそれに見合う質を身につ

けた大量の教員養成，資金確保など，多くの問

改革・開放期における中国の教育体制改革について

題を抱えていることがわかる。

（ハ） 「貧困地区」 (rt24)

李鵬の述べる第 3グループ，「文化・経済が

発達していない地区」の情況については．多言

を要するまでもなく．かなり厳しい状態の中で

の義務教育普及の努力が続けられている。しか

も，「貧困地区」とされる地域は沿海から遠く

隔たった内陸に位置し，漢族以外の少数民族が

多く住む地域でもある。そのため，義務教育を

国民形成のための方策とした場合．使用言語の

問題も当然浮かび上がってくる。義務教育法第

6 条では「少数民族の児童•生徒を主とする学

校では．その少数民族で通用する日薬で授業を

行なうことができる」としており，少数民族の

ば語使用を妨けない規定のように読める。しか

し．あくまでもそれは「使用することができ

る」のであって．その目語を使用した少数民族

表 3 「貧困区」における義務教育普及(1990年）

．、一— → ----、- 数戸::；;一[悶如全国 330 

西部 8省 301 

寧 夏

固現 87.8 

西吉 80.8 

海原 87 

甘 粛

定西 93 

（出所） 全国人大教文委教研室編『中国普及

義務教育的実践与経験 全国検壺〈義

務教育法〉実施情況匪編 』 433ページ
より作成。

（注） ＊1990年の全国未就学児童数は 200.5
万人。同年の西部 8省の未就学児童総数
は114.4万人。また，全国の未就学児童

0)81. 7％は女子。学齢児童就学率が95%
を割っているのは 6つの省で．すべて内
陸西部の諸省。

179 
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の児章•生徒のみの学校を想定してはいない。

表 3から初等義務教育の「鷲固亨」による比

較を行なうと，全国レヴェルで検討した時と同

様の変動が見受けられる。しかも，その数字は

現在の日本の高校進学率とほぼ同数であり，某

本的には初等義務教育の普及は完成したといっ

てよいであろう。しかし，「先崩論」に与し得

なかった幾つかの省のデータを見ると，それと

は異なった姿が浮かび上がってくる（表 3では

寧夏，甘粛）。

就学乎で見ると10ポイント以Kも全国レヴェ

ルより低く，初等義務教育の酋及がどのように

見ても未だしのこれらの地域では，幾つかの共

通した情況がある。それは，「まず経済，それ

から教育」（原文：先経済，後教育）（it25)という考

えが一般的であることである。

最初にも指摘したが，教育． とりわけ初等中

等教育は多大な投資を必要とする一方，その効

果があらわれるのは10年単位で考えなければな

らず，しかもさまざまな条件が加わるとどのよ

うに経済への効果が現われるか，予測は困難で

ある。特に貧困地区では， f供を学校へやるこ

とに対する否定的な見解と，正反対に，学歴の

階梯をかけヒがることで貧困から脱出し，故郷

に戻ろうとしない若者を生むことになるし，親

たちもそれを望む場合が見られよう。そうなれ

ば「立身出世」とは縁遠い女子への配慮や職業

教育への関心も低くなり， ••部の進学本一辺倒

の評価で学校をみる傾向が強まってくるのであ

る。そうした地域への義務教育汽及を実現する

ためには，教育を与えることが致意の道であ

る（注26)とくり返し説得すること，そしてそれが

現実に意味を持つことを事実を以って説得しな

くてはならない。

I8o 

そこで提案されているのは．まず義務教育の

比較的早い段階で職業教育を導入することであ

る。具体的には初級中学段階にあたる「初級職

業技術学校」を設立し，当該地域の農業の実情

に即した技術教育を行なうということである。

「貧困地区であればあるだけ．しっかりとした

読み書きそろばんの基本的な学習能力の基礎の

上に，早い段階での進路振り分けを行ない，職

業教育を浸透させ，生計の本領を学べるように

する」（注27)と提起されている。しかし，実際に

そうした職業課程を初級中学段階で進めようと

しても，先立つものは資金とスタッフであり．

かえって比較的「先富」に位置する江蘇省など

で見られるにすぎない（注28)0

チベットの実情（注29)はそうした「貧困地区」

の中でも深刻であろう。表 4からも窺えるよう

に．小学校への学齢児童入学率が1991年現在で

漸く 54年である。さきにあげた表 2からは，

「常固率」としていったん学校に人った児章・

生徒の通学率がわかるが，それはそれなりの成

果をあげている。しかし， 1991年の学齢児童入

表4 チベットの義務教育普及
• ←.. 

学齢児童入学率（％）

41. 7 

54.0 
.~.... 

（出所） 表3と同じ (30ページより作成）。

表5 ラサ市の義務教育普及

高学年
児童数
（人）

農牧区学齢
児童入学率

(%) 

ここ
（出所） 表3と同じ (30ページより作成）。
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学率は．全国平均の半分強であり．ラサ市の農

牧区の学齢児童入学率は64ぷと，数塁的にもか

なり立ち後れていることがわかる。そして，第

8次 5カ年計画完了期までの目標として学齢児

童入学率を65ぷ，今世紀末となる第 9次 5カ年

計画完了までには75~';;: を実現することを目標と

して掲げている。

ところで．チベットでの義務教育実施情況調

在は，他の地域が10日から 2週間程度で完了し

ているのに対し． 1991年 6月から12月までの半

年間かかり， 92年には他の地域では行なったと

の報告がない「全チベット自治区検壺活動総括

表彰大会」（原文：全区検在工作総結表彰大会）

が行なわれており，調査そのものの困難さがわ

かる。

総じて，第 3のグループでは義務教育の必要

性を人々に説いてまわる段階にあり．数量的に

も制度的にも困難な段階にあるといえよう。し

かも，「標準語」と日本語訳される「普通話」

としての漢語以外の言語を少数民族地区の学校

で用いることは，児童•生徒に対して，バイリ

ンガルあるいはトリリンガルになってはじめて，

人民共和国社会でステイタスの向上があること

を教えこむことでもある。民族自治の内実にも

かかわる問題であろう。

（注 1) 中国研究所編『中国年鑑1986年版』大修館書

店 1986年 114ページ。本文でも指摘したように， t 

海市の「義務教育普及条例」は，全国を対象とする義務

教育法の内容と重複する部分が多い。詳細についての検

討は現在不十分であるが，義務教育法施行0)ための地域

的実験として，「改革・開放」の先端をはしる上海でま

ず義務教育制度を試行したと考えられる。

（注2) 「中華人民共和国義務教育法」。全国人民代

表大会教科文衛委員会教育研究室（以下，全国人大教文

委教研室と略記）編『中国普及義務教育的実践与経験

一ー全国検雀〈義務教育法〉実施情況匪編一ー」北京

改革・開放期における中国の教育体制改革について

中国民主法制出版社 1993年 1~13ページ。なお，本

書には「義務教育法実施細則」も収録されている。

（注3) 李鵬「関干〈中華人民共和国義務教育法（草

案）〉的説明J （塑主編楊編『教育学文集•…·』 811~

821ページ。

（注 4) 社会主義精神文明と社会主義物質文明のこと

とされる。

（注 5) ここで用いた「国民教育」「家長」は，ともに

原文のまま。「国民教育」の内容についての言及はない

が，ごく一般的な意味で理解しておいてよいであろう。

（注6) 1912年から1913年にかけて，辛亥革命で成立

したばかりの中華民国政府は，光緒新政以来の改革の流

れの中で，日本の明治期の学制を参考にした複線型の

「モf・癸仕学制」を制定して公布したが，その中に初

等小学校4年を義務教育とするとの規定があった（『辞

海教育，心理分冊』上海 上海辞書出版社 1980年

25ページ）。

しかし，日本も大きな責任を持つ中華民国の歴史状況

から考えれば明白であろうが，南京国民政府の努力の跡

はうかがえるものの，実際には卜分な効果をあげること

はできず，成功したとは言い難い。国民党の第5回全国

代表大会における教育活動報告によれば，全国の小学校

への学齢児童就学率は， 1933年度24.97ぷ， 34年度26.94

ら 35年度34.10ぷ， 36年度42.83ぷ（行政院「中国国民

党第五次全国代表大会教育工作報告」 346~348ページの

「初等教育」。原載は『中央日報』〔南京］第464期 民

国26年4月26H 13~18ページ／中国国民党中央委員会

党史史料編纂委員会編 r革命文献 第5陣月 抗戦前教育

与学術』台北 中央文献供応社民国60年）であった。

（注 7) 全国人大教文委教研室編『中国普及義務教育

的・・・・・』には，各地方の教育行政担当者の発言がおさめ

られているか，ほぼ例外なく「二つの増加」にii及して

し>る o

（注8) 同上書 1ページ。なお，本論でば及したの

は3回目についてのみ。

（注9) 「張承先同志在全国人大検査組工作会議上的

講話」（同上書 33~39ページ）。

（注10) 「掌固率」とは，その年 1 年間児竜•生徒が

中途退学しなかった割合。「合格率」は，卒業生で当該

学校卒業基準に達した学力を持っている者の割合。

（注11) 一般に中途退学を示す言葉としては「流失」

が用いられるが，表1の場合のみ「綴学」という言薬が

用いられている。なお．「綴」は「中止する」の意。

I8I 
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（注12) 原因については不明。 1984年は「経済体制改

革の決定」という大転換が示された年ではあったが，教

育部門においては，これといった法令や制度改革があっ

た年でもなかった。経済の自由化が進む中，児童労働は

増加しさえすれ，急減するにはそれなりの理由があるは

ずではあろう。

（注13) 全国人大教文委教研室編『中国普及義務教育

的・・・・・』 4,3ページ。ちなみに， 198'2年に78.1年であった

ものが， 90年には98.87年に増加しており，努力のあと

がうかかわれる。

（注14) 原文，「流失．事」。中途退学して社会に出る，

すなわち児童労働に加わっている湯合をさす。

（注15) 全国人火教文委教研室輯『中国普及義務教育

的…・ •'』 44ページ。

（注16) 全国人大敦文委教研室編『中国普及義務教育

的......』 46ページ。

（注17) 女児就学率は1989年現在，男児に比べて3.95

ぷ低く，未嶋学児248万人余のうち86年以J::が女子であ

った（同r．書）。また，各学校段階における女f児童牛

徒の割合で59年になっているところはない（国家統計局

社会統計註［編『中国社会統計資料1993』159ページ）。

さまざまな理由から女児の出生率が低い中国ではあっ

ても，人口構成における女性の割合は4S~49年ラインに

あり（同Kii「庸 27ページ， 30~31ページ），帳は同じであ

っても，更なる要因が加わっていると考えられる。また，

障害児教育に関しては「教育体制改革の決定」が出され

る前年のl帆4年段階では，知的障害児を対象とする学校

が令国で1⑩校余しかなく，『中国社会統計資料1993』に

は「特殊籟育学校」歓員の 1 人当り児童•生徒数の統

計があるのみである (165ページ）。そこでは， 1952年の

13.3人から19約年代には 5人台に減少したものの， 1992

年には7.0人に増大しており，学校規模や教員定数には

手をつけずに児童•生徒数を増やしたこと，目い換えれ

ば教員の負担増の上に障害児教育が進んでいる実態を示

している。

なお，知的障害児の教育施設は1979年が最初であり

（中国研究所編 r中国年鑑1989年版』大修館書店 1990 

年 155ページ），「健常児の教育の曽及に追われ，心身

に障害を持つ児童に対しては，わずかに盲聾畷学校の普

及に努めてきた」（中国研究所編『中国年鑑19茄年版』

大修館書店 19部年 110ページ）というような実情も

含め，中固の障害児教育に関してはまとまった研究がな

い。本稿は各方面での全般的な情況把握に目的を設定し

182 

ているため，別稿を用意したい。

（注18) 「民弁教師」は原文のまま。多くは，人民公

社や生産大隊が集団の資金で設置した中学・小学の教員

のうち，給与の一部が国家から，大半が人民公社・生産

大隊からあわせて支給される教員のこと。集団化の開始

とともに各地で学校設置の波が高まり．急増した。給与

は全て国家からまかなわれる「公弁教師」より低く，人

民公社解体過程で導入された生産責任制のもとでは．

責任田」の耕作も行なわねばならなかったことなど．

その社会的地位は決して安定したものでも，高いもので

もなかった。数量の面では初等教育教員の半分以上が

「民弁教師」である（＜中国教育年鑑＞編輯委員会編 r中

国教育年鑑1949~1981』198ページ）。そこで．かれらの

教員としての待遇だけでな<,資質の向上もはかられよ

うとしている（国家教育委員会の雑誌 r人民教育』では，

1990年には「みな r民弁教師』に関心をむけよう」と題

したコーナーを毎号設けていた）。

（注19) 「全国人大検査組対北京市実施〈義務教育法〉

情況的検査報告」（全国人大教文委教研室編『中国普及

義務教育的..…」)59~68ページ。北京の事例は．特に

断わらない限り本報告による。

（注20) 「李嵐清取締“貴族学校”惹争議」 (r留学生

新聞』第88号 1995年3月15日号）。「貴族学校」につい

ては最近H本でも報道されるようになり， r週刊朝日』

1995年3月31日号には．グラビアページで紹介されてい

る。もちろんこれも「民弁学校」であるが，授業料が年

額で4000元入学金は3万元ほども必要とあっては，従

来の「民弁学校」の範嗜とは異なる，日本の一部私立小

中学校に類するといってよい。そうした教育費を負担し

うる階層が中産階級として成長しているのなら問題はな

いが，教育の機会均等が充分保障されているとは言いが

たい現状で，一部特権階層や成り金的富豪が金に飽かし

て子供をそうした学校に入れているなら，新たな格差を

産み出すだけであり，問題はきわめて大きい。教育担当

の副総理李嵐清がこうした「貴族学校」に対して明確に

反対の意思表示をおこなったため．物議をかもしている

とし)う o

なお．部小平の景山学校への「三個面向」の揮奄は．

張承先「為開創普通教育的新局面而努力奮闘r 」^ 中国教育

学会第一次全国学術討論会開幕詞 (1984年7月271:-:l)J 

（中国教育学会・中央教育科学研究所編『三個面向与教

育改革 中国教育学会第一次全国学術討論会論文集』北

京教育科学出版社 1984年 4ページ）による。
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（注21) 「全国人大検査組対上海市実施〈義務教育法〉

情況的報告」（全国人大教文委教研室編『中国普及義務

教育的…..』)159~180ページ。上海では青浦県で400人

の「流失生」が学校に戻ったとの報告があるが，それが

中学生か小学生かの言及はない。

（注22) 「全国人大検査組対遼寧省実施〈義務教育法〉

情況的検査報告」（全国人大教文委教研室編『中国普及

義務教育的•…·』)118~129ページ。

（注凶） これは全省レヴェルでのデータであり，農村

地区のみでは81.3ら9になるという。

（注24) 張紹敏「大力推動貧困地区的義務教育」（全

国人大教文委教研室編『中国普及義務教育的……』） 429

~443ページ。

（注25) 同上論文 430ページ。

（注26) 中央政府は「無知の克服にはしつかりした教

育を（原文：治愚必須弁好教育）」とのスローガンを掲

げている（同上論文 434ページ）。なお，張紹敏は第3

回センサスと第4回センサスとを比較して，貧困区では

非識字率が上昇したことを指摘している（同上）。

（注27) 全国人大教文委教研室編『中国普及義務教育

的•…·』 436ページ。

（注28) 同上書 184~185ページなど。

（注29) 「西蔵自治区検査〈義務教育法〉貫徹実施情

況工作総結」（全国人大教文委教研室編『中国普及義務

教育的••…』)364~380ページ。

小結

「改革・開放」政策が展開されている中での

教育問題を，主に初等段階の義務教育とその普

及とにしぽって考えてみた。そこでは， 1985年

段階での「教育体制改革の決定」に沿って，何

とか人材養成の土台作りを進めようとする姿勢

が見て取れるが，本論でも触れたように，地域

格差がここにもあらわれている。

最後に，現段階での総括的な義務教育におけ

る問題点をあげて，小論を閉じたい。

ひとつは，「進学率一辺倒」の問題である。

以前，「中国の教育体制改革」(itいで論じたこと

改革・開放期における中国の教育体制改革について

でもあるが．職業課程への進学が「行き止ま

り」の学校系統の上にある以上，当然発生しう

る問題である。当時の予測が現実のものとして

現れたといえよう。職権を利用し，贈り物をし，

戸口を移し，ありとあらゆる手だてをこうじて

子弟を重点学校に入れようとする保護者。成績

のよい生徒にだけ関心がはらわれるため，そう

でない生徒が学校嫌いになったり，不登校にな

ったりする場合。詰め込み教育による児童生徒

の創造性や主体性の抑圧。本に書いてある知識

を偏頂して，学業成績のみで児童生徒を評価す

る傾向。徳育の軽視などの現状に対する批判

が．教育の本分に惇るものとしてあげられてい

る（注 2)。

職業課程の導入をできるだけ早く開始したい

というのが，人材養成に力点を置く場合の本音

であろうが．それを合理的に行なうためには社

会の一定の平準化が必要であろう。上述の批判

を行なった呉福生は，義務教育段階で全員に労

慟技術教育を施した上で．「五四制」義務教育

の初級中学 4年次で進級するときに「小分流」

を行なうことを提案しているぽ 3)。日本でいえ

ば．中学 3年生になるときに普通高級中学進学

組と就職・職業技術学校進学組とに分けるので

ある。これが社会にどのように受け入れられる

かは．その社会の職業観・教育観・学校観と密

接に結び付いている。

もう一つは，職業課程に進路を選んだ生徒た

ちの就職問題であろう（注4）。この問題は．中堅

技術者・技能労働者養成の鍵となる部分である

が．現在では「分配」にはあずからない自費学

生のほか各企業からの「委託生」．出身地や出

身単位に戻ることを前提に入学を許可される

「定向招生，定向分配」がある。また．農業中

I83 
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等専業学校では試みに農村出身者を分配制度の

適用外としたところ，非常に好評であったとい

ぅ（注 5)。この問題は，別稿を立てて議論したい。

また，本論では触れられなかったが，高等教

育部門での改革も， 1980年代後半に学生募集制

度・自費学生制度などが従来とは大きく変わっ

てきており，それらは自主権の拡大という占葉

で説明できよう。

（注 l) 拙稿「中国の教育体制改革……Jo

（注2) 呉福生「加快茎礎教育改革歩伐，大力推進9

年制義務教育」（全国人大考知と委教研室編『中国普及義

務教育的……」） 407~408ページ。これらは，文革期の

既成の教育に対する批判と類似する点が多々あるが，教

184 

育の機会均等の内実を考える上で，興味深い内容であろ

う。

（注3) 同上書 414ページ。

（注4) 孟広平主編『当代中国職業技術教育』北京

高等教育出版社 1993年 155~165ページによる。

（注5) 1988年4月5日，農牧漁業部・国家計画委員

会•財政部・商業部・労動人事部・公安部・林業部が共

同で「関千農業中等専業学校招収農村青年不包分配班的

若干規定」を出した。その際，労動人事部が1983年に出

した「関干改革技工学校畢業生分配制度等問題的意見」

が参考にされたが，この中では技工学校卒業生は，労働

部門が就業を斡旋し，雇用者が優秀な者を採り，あるい

は労働服務公司によって就業するというもので，これに

よって生徒の積極性が発揮され，教育の質についてもよ

い結果が得られたという。

（開成高等学校教諭）
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